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　あの日から７年余が経過する。しかし、７年余も経過したにも関わらず、あの日の出来事がつい最近、
いや、昨日のこととして記憶され、日常生活のあちこちに甦ってくるのは決して希なことではない。そ
して報道でしばしば目にすることだが、７年経ってようやくあの日のことが話せるようになったと語る
被災者の言葉は非常に重いことであり、私たちはそれをしっかりと受け止める必要がある。

　宮城県による復興の進捗状況をみると、道路や鉄道などのインフラ整備は進み、地域経済を担う産業
も回復しつつあり、災害公営住宅も15,400戸余りが建設され、順次入居が進められている。その一方では、
今なお6,600名余の方々が応急仮設住宅での生活を余儀なくされ、県外避難者も500余名に達している。
　阪神・淡路大震災では復興過程で生じる被災者の鋏状格差や災害公営住宅の孤立化、孤独死が、中越
地震では被災者支援に当たる方々の精神的健康の保持・増進が大きな問題とされてきたが、震災後に急
速に進む被災地の過疎化、高齢化の問題は私たちに深刻な課題を投げかけているといえよう。
　
　宮城県は震災後、応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）、みなし仮設住宅（民間賃貸借上住宅）、災害公
営住宅の入居者に対して各市町と共に被災者の健康調査を行ってきた。プレハブ仮設住宅入居者につい
てみると「高齢独居世帯」は平成24年度の16.4％から平成29年度は22.3％と県平均の倍近くになって
おり、「K6が13点以上」は9.5％から8.4％と平成28年国民生活調査平均の倍近くになっている。「相談
相手なし」は18.5％から18.9％と殆ど変化がみられない。平成28年度の災害公営住宅入居者への健康調
査でも「独居高齢者」28.6％、「K6が13点以上」が7.5％、「不眠」16.1％、「朝から飲酒」が2.4％、「相
談相手なし」が22％となっている。TV報道で被災者へのインタビューがあったが、その際被災者の「こ
ころの復興はいつになるのか」との呟く姿を目の当たりにしたが、これらの調査結果は如実にそれを物
語っていると言えよう。
　みやぎ心のケアセンターが本格的に始動して６年余になる。当初は手探りの状態から始まり、兵庫県
や新潟県の心のケアセンターなどの協力もあり、市町や東北大学との連携を軸に被災者支援に当たって
きた。支援対応件数は平成24年度6,437件から平成28年度6,671件となっており、被災者相談の背景を
みると住環境の変化や経済生活再建問題は減少傾向にあるが、家族・家庭問題や精神変調は増加傾向を
示している。精神変調の内訳をみると気分・情動に関する割合が高くなっている。

　先の宮城県の健康調査や心のケアセンターの活動実績をみると、被災者への心のケアの有り様は極め
て多様化しており、高齢化、過疎化は急速に進む中、地域力、家族力が低下しており、被災者の孤立化
への支援は兵庫県や新潟県の教訓を考慮すると、今以上に被災者支援に当たる関係機関との連携を強化
し、市町や保健所の精神保健関係者との共通認識を深め、アウトリーチ活動を軸にした地域精神保健活
動の活性化を視野に入れ、地域住民の精神保健活動への参画を促進し、地道な、かつ、きめ細かな支援
の継続が私たちに求められていると言えよう。

巻頭言

きめ細かな支援の継続を
公益社団法人宮城県精神保健福祉協会

会長　白澤　英勝
（医療法人東北会東北会病院　理事長）
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ご挨拶

震災から８年目の５月に
公益社団法人宮城県精神保健福祉協会

みやぎ心のケアセンター
センター長　小髙　　晃

　震災の年の春は寒さが長く残り、5月になってやっと若葉が萌え出したことをつい昨日のことのよう
に思い出します。あれから７年。被災地はまた緑豊かな季節を迎えました。

　都市部の外来診療の場面では、震災の直接的な影響の問題で受診される方は減りましたが、様々な生
活の変化の中で、あるいは遠い過去の心の傷との関連で、そして、心的負担の総量が増える中で、悩み
を訴える方が続いています。
　沿岸部で被災し、都市部へ転居された中年の女性は、震災の時点で家族は無事だったものの、震災後、
ご子息を交通事故で亡くされ、悲嘆反応のなかでうつ状態となっていました。「友人・知人はほとんど
が、震災で縁者を亡くし悲しみの中にあり、生活にも心にもゆとりがない。自分の悲しみをその人たち
に伝えることは、申し訳なく、気が引けてしまい、抱え込んでいて、次第に気分が落ち込んできた。被
災地で過ごすことが次第に苦しくなってきて、友人を頼って都市部へ移ったが、気分の晴れない日が続
く」とのことでした。
　県外の被災地から転居されたご老人は、認知機能の低下と共に息子の嫁に対する被害妄想が強まって
いました。このお嫁さんは、震災の20年前に幼子を水辺の事故で亡くし、その外傷体験が癒されない
まま、今回の震災でご両親を亡くされ、姑に対して攻撃的になることがあったようです。
　生きている中で起こる困難や悩み、外傷的体験は尽きることがなく、連鎖し、支える力の度合いとも
関連し、震災等の大きな出来事の後に、深刻化することがあるようです。身近な所で、早めに心を支え
る仕組みが必要であることを痛感します。

　当センターの活動は8年目を迎え、平成29年度の地域住民支援の活動延べ数は、平成28年度より減
少するのではなく、むしろ増加し、7,000件を超えています。健康調査・仮設住宅の終了とともに、こ
れに関わる訪問・相談は減少しましたが、災害公営住宅等への訪問・相談、自治体からの事例相談等が
増加し、気仙沼では、若い世代の来所相談も増えています。災害からの時間経過とともに、私どもの活
動は徐々に地域に根差したものとなり、支援を要する対象は変化し、総需要は減らない状況が続いてい
るようです。

　宮城県の平成30年度からの地域医療計画では、災害後の地域精神保健福祉活動の在り方を検討する
こととされ、県は国に対して、平成33年度以降の心のケアに関わる予算確保に向けた交渉を進めつつ
あります。これまでの心のケアセンターの活動を通して言えることは、災害後の心のケアは、地域精神
保健福祉活動として、持続する需要に応える必要があること、予防的活動や訪問活動が重要であること、
地域活動の中核となる人材が必要であること、関係者のネットワークが欠かせないことなどであります。
震災の経験を踏まえ、困難に向き合うすべての人にとって、安心して生活できる社会を目指して、実効
性ある地域精神保健福祉活動の体制が確立されることを期待し、私どもの活動がこの流れに連なるもの
となることを強く願って、活動を進めてまいりたいと思います。

　今年もまた、ご指導・ご支援のほど、どうぞよろしくお願いいたします。
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